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要旨：本研究は、新たな教材として世界農業遺産に着目し、主に日本の認定地域を調査・分析することで、その教育的意

義をＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の視点から明らかにしたうえで、その教育内容開発を行うことを目的とする。

本稿は、先行研究で抽出したＥＳＤ教材開発の視点を活用し、世界農業遺産「清流長良川の鮎」の現地調査から抽出した

視点を基に、現行の社会科教科書や文献のブランド化に関する記述の課題を明らかにした上で、小学５年生社会科小単元

「これからの食料生産」でブランド化を取り扱った単元展開を提案するものである。 
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１．はじめに 

本研究は、主に日本国内の世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）

を調査・分析し、ＥＳＤ教材開発の視点を明らかにしよう

とするものである。 

１．１．継続研究の成果と課題 
筆者らは、祐岡ら（2016）において、世界農業遺産に認

定されている「能登の里山里海」と「阿蘇の草原の維持と

持続的農業」の２事例から、世界農業遺産のＥＳＤ教材開

発の視点を抽出し、成果と課題を明らかにした 1)。 

祐岡ら（2016）は、世界農業遺産をＥＳＤ教材化する意

義を「世界農業遺産の教材化は、児童に農業とのつながり

を認識させ、その多様性を考えさせることで、従来の消費

者中心の価値観を少しでも生産者の立場に向ける変化を

促すことになる。これが世界農業遺産のＥＳＤ教材として

の意義である。」と述べた上で、成果としては、新たなＥ

ＳＤ教材として世界農業遺産の可能性を示せたこと挙げ

ている。一方、課題としては、日本の８つの認定地域全て

を調査したわけではなく、「能登」と「阿蘇」もさらに調査

を深める必要があり、今後の調査により明らかになる事例

や視点を組み込みながら、世界農業遺産の教材としての意

義をさらに明らかにすることとしている。 
つまり、世界農業遺産のサイトの特徴を、「つながり」

「多様性」「変化」というＥＳＤの３つの視点で整理した

結果、世界農業遺産がＥＳＤ教材となることを示したこと

が前論文の成果である。 
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一方で、課題としては、事例が「能登」と「阿蘇」の２

サイトのみであることが挙げられる。そのため、他サイト

を調査することで特徴を明らかにし、新たな世界農業遺産

のＥＳＤ教材化の視点が抽出できる可能性がある。また、

具体的な単元開発に及んでいないことも課題といえる。 

１．２．本稿の目的 
武内（2013）によると「ＧＩＡＨＳの精神は、『サスティ

ナブル・ライブリフッド』（持続的な生計）という言葉に

象徴されています。」2)とある。世界農業遺産は、食料生産

者が生業として成り立つことを前提としているのである。

ＧＩＡＨＳの認定は、５つのクライテリア（基準）から審

査されるが、１番目に「食料生産と生計の関係」とあるこ

とからも、明らかである。 
さらに武内は、持続可能な農業の方向性について「ひと

つは、経営規模を拡大することによって生産性を向上し、

国際的なマーケットのなかで戦っていくという道です。も

うひとつは、小規模な経営を維持しながら、生産物に付加

価値を求めたり、他のビジネスを兼業したりすることに

よって、トータルで生計を立てるという道です。」3)と述べ

ている。日本の地理的な特徴や食料生産の現状を見たとき

に、前者のように全ての農家が経営規模を拡大していく方

向性をとることは極めて難しい。そこで、武内の述べる持

続可能な農業の方向性の後者のような、生物に付加価値を

求めたり、他ビジネスを兼業したりすることで、トータル

で生計を立てるという方向性が現実的であろう。そのため、

生産物に付加価値をつけるための一方策としてブランド

化に着目した。 
先行研究においても、能登の「棚田米」「棚田かぼちゃ」

等と呼ばれるブランド農作物、阿蘇の「阿蘇草原再生シー

ル生産者の会」の農作物等、世界農業遺産サイトで生産し

た食料をブランド化する動きを見ることができた 4)。その

一方で、先行研究の課題を踏まえ、本稿では新たな事例と

して「清流長良川の鮎」を、新たな視点としてブランド化

を加えた単元展開を提案したい。 

２．世界農業遺産「清流長良川の鮎」 

「清流長良川の鮎」の現地調査は、筆者（山方）が単独

で、2017 年８月３日に岐阜県庁にて、同４日に郡上漁協

にて、それぞれ聞き取りを実施した。なお、インタビュー

は、岐阜県庁の河尻克晴里川振興係技術課長補佐兼係長、

藤井亮吏里川振興係技術主査、郡上漁業協同組合の白滝治

郎参事（役職は調査現在）の主に３名に協力いただいた。 

２．１．岐阜県庁でのインタビューから 
岐阜県庁でのインタビューから明らかになる、ＥＳＤ教

材化の視点の１点目は、ブランド化についてである。岐阜

県では「清流長良川の恵みの逸品」と銘打って、ブランド

化を進めている。2016 年には 35 品目、2017 年はさらに

71 品目を追加し、現在は 106 品目が認定を受けている。

アユやその加工品はもちろんのこと、特徴的であるのは、

一見関係の薄そうな、ハムや工芸品までもが認定を受けて

いる点である。河尻係長によれば、今後、旅行プランも認

定していきたいとも述べていた。ハムや工芸品、旅行プラ

ンがブランド化されるのは、「長良川の恩恵を受けて」い

るものであれば、広く認定するという、県の立場を明確に

打ち出すためのものである。また、県としては、ブランド

化の恩恵を広げたいという意向をもっている。まずは、既

にブランドが確立されている郡上、次に長良川の流域全て、

そして県内全てに広げたい、とのことであった。世界農業

遺産を認定しているＦＡＯは、当時のままの状態での保存

を目指すユネスコの世界遺産と違い、情勢や市場に合わせ

て変化することを推奨している。そのこともあり、以上の

ような、水産物以外もブランドとして認定している点や、

ブランド化の恩恵を広げるといった、ブランド化に関する

理念を、2017 年 5 月にＦＡＯの事務局長が岐阜を訪問し

た際に、評価できる点として称賛したそうである。 
２点目は、行政が長良川の持続可能性を明確に、かつ強

く意識している、という点である。 
現在のアユ漁は、危機となるものがない。しかし、長い

目で見れば危機であると、藤井主査は述べていた。それは、

アユを今後も持続的に獲ることができるのか、それに関

わって観光産業が持続するのか、さらに後継者問題という

３点を挙げていた。また、世界農業遺産の申請書とアク

ションプランには共通して「鮎が少ない→鮎が釣れない→

鮎・川への関心の薄れ、消費の減退」といった、将来考え

られうる危機についても記載があった。そのような点を踏

まえ、アユを持続的に獲ることができるよう、様々な取り

組みをしていた。ブランド化、アユの養殖、伝統釣法の継

承、長良川うかいミュージアムの建設、鮎産卵観察会等の

取り組みが挙げられる。 
それに加え、長良川やその周辺に生きる生物が持続可能

であるよう、ＮＰＯや市民による環境保全活動、漁業従事

者による上流での森林育成、漁協による広葉樹の植林等の

取り組みも行われていた。この長良川やその周辺に生きる

生物が持続可能であることを目指した活動に関わり、県の

取り組みは、決してアユのみの持続性を狙っているもので

はないということを補足しておく必要がある。アユはあく

まで、清流長良川のシンボルとして捉えられている。アユ

は、生態系ピラミッドの中では下位に位置する。人間やカ

ワウ、その他肉食の魚をはじめとしたアユを食べる動物も

多数存在する。「アユは食べられることで生きている」と

の藤井主査の言葉もあった。アユを清流長良川のシンボル

として捉え、アユさえも長良川に生息する生物の一部とし

て認識することで、人間の管理が適切になされる「里川 5)」

として、長良川の持続性は高まっていくのであろう。 
さらに、長良川の持続性という点において、長良川流域

に暮らす住民には、水を大切にするとともに、下流にきれ

いな水を届けるという精神が受け継がれているとの話も
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あった。この精神は、世界農業遺産の認定を受ける以前か

ら、長良川流域にくらす人々に脈々と受け継がれてきてい

るものであるそうだ。既に市民は長良川が持続可能である

ことを願う精神を受け継ぎ、それに行政が後押しをしてい

るという構図は、非常に強固なものである。 

２．２．郡上漁協でのインタビューから 
郡上漁協でのインタビューから明らかになるＥＳＤ教

材化の視点として、１点目はブランド化についてである。

郡上市のアユというブランドは、既に確立されていること

は、既述した。それは、郡上市では大正年間からアユを獲

り続けてきたことに由来するのであるが、ブランド化が決

定的となったのは、平成 19 年の地域団体商標「郡上鮎」

に認定されたことと、平成 20 年清流めぐり利き鮎会グラ

ンプリの獲得である。この２つの認定によって、地域ブラ

ンドとしての地位を固め、またそのブランドを活用するこ

とで、高付加価値化と認定店舗制度の導入に踏み切った。

こうすることで、単価の高価安定化、そして漁獲量・出荷

量・出荷額の増大から鮎漁業の振興を狙っている。このよ

うにブランド化が確立されたところに世界農業遺産の認

定が加わり、さらなる好循環となっていると、白滝参事は

述べていた。さらに、ブランド化の恩恵が、現在ブランド

が確立されている郡上だけでなく、長良川の流域、そして

県内全てに広まってほしいと述べていた。この願いは、県

庁での聞き取り調査と合致していた。 
２点目は、行政の理念と、これまで郡上漁協が大事にし

てきたことが、多くの点で共通している、という点である。

県庁で聞いた内容と、漁協で聞いた内容は、共通点が多

かった。ブランド化の拡大を願っている点が共通している

ことは既述したが、他にも、放流したアユの一部を捕獲し、

そのアユから卵を獲り、種苗を作成することで、その地に

あったアユを放流するという点、将来の世代まで長良川や

そこに生きる生物の繁栄を願っている点等、共通点は複数

あった。だからこそ、行政と漁協が同じ方向を向いて、長

良川やアユの持続可能性を推し進めていくことができる。 

２．３．世界農業遺産「清流長良川の鮎」の特徴 
岐阜県庁や郡上漁協を含めた「長良川の鮎」の調査から

明らかになる地域の特徴の１点目は、市民は世界農業遺産

を肯定する立場が主で、世界農業遺産を否定的に捉える人

には出会わなかったばかりか、行政の側にも反対意見が届

いていない、という点である。能登では、棚田農家の中に

は「オーナー制度があるが、あれは都会の人が金を出すだ

けで、手間がかかることをするのは全てこちらだ」と、オー

ナー制度の考え方に反対の立場をとる人がいた。佐渡では、

「化学肥料や農薬をそれぞれ半減させるブランド米を

作っているが、手間がかかる」という人もいると聞いた。

一方、岐阜では、これまで既に行っている取り組みを、世

界農業遺産の取り組みとして捉え直している。そのため、

食料生産者に負荷をかけることなく、世界農業遺産の取り

組みを広めることができた。その結果、世界農業遺産に否

定的な立場を示す市民が見られないと考える。それは、地

域の人々が関わる「里川」という考え方や、河尻係長と藤

井主査の「長良川流域に暮らす住民には、水を大切にする

とともに、下流にきれいな水を届けるという精神が受け継

がれている」という言葉からも推察できよう。 
２点目に、世界農業遺産認定後に「岐阜県世界遺産連合」

を設立し、他の「遺産」と結びつけている点が挙げられる。

県内には、世界文化遺産「白川郷合掌造り集落」、ユネス

コ無形文化遺産「山・鉾・屋台行事」、ＩＣＩＤ世界かんが

い施設遺産「曽代用水」等、８サイト 6)が「遺産」として

認定されている。それらを明確に結び付け、「知識、技術

及び文化の伝承」を目指している点が、他のサイトとの違

いであった。このように、「遺産」を結び付けることで、長

良川だけでなく、岐阜県としてのブランドの確立をより一

層強固なものにすることができる。 
３点目は、ブランド化を前面に推し進めることで、持続

可能な農業をねらっている世界農業遺産である佐渡の「朱

鷺と暮らす郷づくり」と多くの共通点が指摘できることで

ある。 
佐渡への現地調査は、2016 年７月、大西と山方が、西

牧孝行佐渡市役所生物共生推進係係長と、佐渡市岩首地区

で農家を営んでいる大石惣一郎氏から聞き取り調査を実

施した。 
このサイトは、「清流長良川の鮎」と、ブランド化に関

して３点の共通点が見られた。 
１点目は、行政がブランド化を推進していることである。  
岐阜では、「清流長良川の恵みの逸品」ブランドが世界

農業遺産のシンボルであり、このブランドを広めたいとい

う意向は既述した。 
佐渡では、「朱鷺と暮らす郷米」をブランド米として売

り出している。佐渡では「朱鷺米」と呼ばれ、このブラン

ド米を作っている田を見学することができた。印象的だっ

たのは、その田が、雑草でおおわれていたことである。そ

の理由は後述する。世界農業遺産のシンボルであるこのブ

ランド米を、西垣係長は日本中にＰＲに行っているそうで

ある。行政がこのブランド米を推進していることが分かる。 
２点目は、世界農業遺産認定に向けて動いた行政の狙い

である。 
岐阜では、長良川の恩恵を受けているものをブランド化

し、漁業だけでなく、広く食料生産や、さらには観光業へ

と経済的な活性化を県内全てへ広げたいという狙いを

持っている。 
佐渡では、農業に従事する人を儲けさせるという狙いが

ある。西垣係長によると、佐渡市が世界農業遺産の認定を

目指した大きなきっかけは、2004 年の台風 15 号による被

害であった。それ以降、米の販売不振が続いたため、農家

の生計を支える１つの方法として、世界農業遺産に目を向

けた。これは、経済の活性化を狙う岐阜と同様である。 
３点目は、世界農業遺産のシンボルとなる生物が存在し、
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その生物を生物多様性の象徴として位置付けていること

である。 
岐阜の場合、アユがシンボルである。「アユは食べられ

ることで生きている」との藤井主査の言葉に象徴されるよ

うに、アユの住むことのできる清流づくりが重要なので

あって、目的は単にアユを増やすことではない。アユの住

むことができる清流とは、水がきれいで、生物多様性が担

保されている川である。アユをシンボルとすることで、長

良川流域の経済の活性化と、生物多様性の実現を目指して

いるのである。 
佐渡では、トキがシンボルである。岐阜と同様に、トキ

の住むことのできる島づくりを目指している。「朱鷺と暮

らす郷米」は、６つの基準を満たしたもののみ、「朱鷺と

暮らす郷米」と名乗ることができる。６つの基準 6)の中の

１つ目に「生きものを育む農法であること」がある。この

「生きものを育む農法」とは、具体的に次の６つの農法を

指す。「1.「江（水を残す深み）」をつくる。2.  魚道の設

置。3. ふゆみずたんぼ。4. ビオトープの設置。5. 無農薬・

無化学肥料による栽培。6.畦畔除草剤の禁止」。また、佐渡

市によると、「生きものを育む農法」について「佐渡の『生

きものを育む農法』による生物多様性の保全は、棚田に代

表される土地景観や農村文化を次世代へ確実に継承する

ための無形の環境資産であるとして、国際連合食糧農業機

関（FAO）の定める『世界農業遺産(GIAHS)』として認定

されました。2011 年の佐渡に対する認定は、先進国全体

でも日本でも初の認定です。」と紹介している。つまり、

佐渡でも、朱鷺を含む生物多様性の実現を目指しているこ

とが分かる。 
したがって、以上から岐阜と佐渡の共通点は、次のよう

にまとめることができる。両サイトとも、ブランド化を推

進していることであり、その目的は、経済の活性化と生物

多様性の実現である。 
以上のことから、世界農業遺産「清流長良川の鮎」から

抽出できたＥＳＤ教材開発の視点は、ブランド化を推進し

ており、その目的は、経済の活性化と生物多様性の実現 8)

の２点となろう。 

３．社会科教科書や文献から見るブランド化 

３章では、教科書や文献での、「ブランド（化）」の捉え

られ方について明らかにする。なお、教科書で本研究の目

的に最も合致する単元は、食料生産に関する単元である。

そのため、小学５年生社会科の食料生産に関する単元を分

析することにした。 
また、教科書とは別に、文献では農産物のブランド（化）

は、どのように取り上げられているかについて分析した。 
分析の際は、第２章で抽出した経済の活性化や、生物多

様性の実現に関する記述に着目した。 

３．１．教科書の場合 
小学５年生の社会科教科書を発行しているのは、東京書

籍、日本文教出版、教育図書、光村図書の４社である。こ

れら４社の小学５年生社会科の教科書に、ブランド化に関

する記述があるのは、日本文教出版５上のみである。その

概要は、次の通りである。 
ブランド化の目的は、農業の活性化による外国産の安い

食料に対抗するとともに、後継者を確保するためである。

また、ブランドの例示として、「はえぬき」「夕張メロン」

「宮崎マンゴー」「泉州水なす」「神戸ビーフ」「近江牛」の

６点を示している。ブランド化の難しさとしては、３点の

記述が見られる。まず、品質基準が厳しく、ブランドの確

立まで長時間を要すること。そして、知名度の獲得。さら

に品質保持のための流通の難しさである。 
以上のように、経済の活性化について言及されているが、

生物多様性についての記述は見られない。 
安心で安全な高品質の食料を生産することはよいこと

だが、そのためにエネルギーを多く使用するなど自然環境

に大きな負荷を与えることは、持続可能性の観点から見る

と、好ましくない。生物多様性や、その実現を蔑ろにして、

経済効果のみを追うことは、自然環境の劣化を招くことに

もつながる。 

３．２．文献の場合 
農作物のブランド化に関する３冊の文献を手に入れる

ことができた。この３冊から、ブランド化に関するキー

ワードを抽出し、ブランド化する意義を次のように整理し

た。 
表１ 農産物をブランド化する意義 

生産者側の願い 消費者側の願い 
①経済の活性化 ①食の多様化 
②多くの人たちに支持され

る食材を生産することの

喜び 
②食の安全性 

③画一的ではない、個性あ

るものを生産することの

喜び 
 

④地域の自慢の種が一つ増

え、産地、地域が認められ

ることの喜び 
 

⑤地域の活性化や、交流人口

の増加 
 

（筆者作成） 
 生産者側の願いの１点目は、経済の活性化に関すること

である。人口の減少や、少子高齢化を迎えている日本にお

いて、品目によって当然ばらつきは生じるが、総量として

食料の消費量は減少傾向にある。また、安価な外国産の食

料輸入量の増加も大きな要素の１つとなっている。国内の

消費量が減少し、輸入量が増加している現在、農業所得が
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低下した農家が増加するとともに、危機感を抱いている生

産者も増加している。そのため、ブランド化という高付加

価値化を狙うことで、生産者はブランド化に強い期待を抱

いている。 
 生産者側の２点目、３点目、４点目は、「ブランド化を

目指すことの意義」として箇条書きで挙げられていたのだ

が、理由や意味などの記述は見られなかった。 
 生産者側の５点目は、「地域の活性化や、交流人口の増

加」である。ブランド化することでファンを増やし、さら

に観光産業とコラボレーションすることで、大消費地であ

る都市部から人を呼び込む。人的な交流や出会い、現地で

のブランド食品との出合い、体験等を通じて、その土地と

の結びつきを築き、強化していく。さらに、一過性の結び

つきではなく、継続的な結びつきとすることで、さらなる

好循環が生まれる。 
 一方、消費者側の願いの１点目は、「食の多様化」であ

る。「皆と同じものを食べるよりも、自分にあった物を食

べたい」「いろいろな物を食べたい」といった消費者が増

え、食の多様化が進展した。 
 消費者側の願いの２点目は、「食の安全性」である。集

団食中毒や、残留農薬問題、産地等の偽装問題など、食に

関する問題が続いたことで、「おいしさ」や「価格」と同等

か、それ以上に「安全性」へのニーズが高まったことから、

安全性の保証能力が高いと言われている地域ブランドに

注目が集まることとなった。 
 以上のように、ブランド化は経済の活性化に重きを置い

ていることが分かった。それ以外にも、ブランド化するこ

との意義を複数見出すことができた。その一方で、世界農

業遺産で重視されているブランド化における生物多様性

や、それの実現に関する記述は見られなかった。 

３．３．文献とＥＳＤの３つの視点の関係 
先行研究において祐岡ら（2016）は、世界農業遺産を、

次の３つの視点に照らしあわせることで、世界農業遺産は

ＥＳＤ教材となり得ることを明らかにした。３つの視点と

は、「つながり」「多様性」「変化」である。 
祐岡らは、世界農業遺産の「能登の里山里海」や「阿蘇

の草原の維持と持続的農業」の事例を踏まえ、「つながり」

は、「農業を取り巻く人や自然とのつながりを考える視点

として捉え」ている。「多様性」は、「農業システムやその

生産物を指し」ている。例として、棚田のブランド米や、

阿蘇のあか牛を挙げている。「変化」は、「このような視点

（前述の『つながり』と『多様性』＝筆者による）は、地

域の人や農業従事者に『変化』をもたらし、より理想的な

農業システムの構築に向けて人々が行動するようになる」

とし、「この３つの視点は、相互補完的なものであり、そ

れぞれのバランスが保たれていることが肝要である」と述

べている。そしてこれら３つの視点、そして地域、特に、

世界農業遺産の関係を、下の図１のように示した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
２章において「清流長良川の鮎」の特徴としてブランド

化を、そしてその目的は経済の活性化と生物多様性の実現

であることを抽出した。生物多様性の実現は、多様な生物

が生息することで長良川が農業システムとして持続可能

になることから、祐岡らの述べる「多様性」と合致する。

では、経済の活性化は、「つながり」や「変化」と合致する

のであろうか。 
岐阜県庁は「長良川はまさに『里川』である。５）」と述

べている。里川というキーワードを用いることで、人間の

管理が必要であり、それと同時に、適切に管理なされる状

態であることを強調している。これは、長良川と、人間と

の「つながり」を表している。さらに、長良川流域から県

内全域へとブランドの恩恵が拡大していくことを目指し

ていることについても、流域から、流域以外に住む人々へ

と、長良川との「つながり」が拡大していることを表して

いるといえる。 
さらに、旅行プランをもブランド化予定であるというこ

とから、観光人口の増加を見込み、そのことによって流域

やその周辺へ、経済効果やブランドの確立といった「変化」

をもたらすことも期待できる。 
 以上のように、「清流長良川の恵みの逸品」というブラ

ンド化を推進することは、祐岡らが述べた「つながり」「多

様性」「変化」のＥＳＤの３つの視点に合致することにな

る。 
次に、表１で整理した、農産物をブランド化する意義と、

図１の３つの視点の関係に着目する。 
「つながり」は、生産者②「多くの人たちに支持される

食材を生産することの喜び」、生産者④「地域の自慢の種

が一つ増え、産地、地域が認められることの喜び」、消費

者②「食の安全性」が当てはまる。 
「変化」には、生産者⑤「地域の活性化や、交流人口の

増加」が対応している。 
一方で「多様性」については、生産者③「画一的ではな

い、個性あるものを生産することの喜び」や、消費者①「食

の多様化」が適合している。しかし、これらはあくまで、

農産物の種類が多いということであり、生物多様性とは一

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ ＥＳＤの３つの視点と地域の関係 
               （祐岡ら 2016） 

  
地域 

 

つながり 多様性 

変化 
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線を画す。 

３．４．分析結果 
ブランド化の捉えられ方について、教科書と文献を分析

したところ、経済の活性化については、多くの文献等で記

述されていることが分かった。しかしその一方で、生物多

様性については、全ての教科書や文献において記述してい

るものはなかった。しかし、世界農業遺産の現地調査から、

ＥＳＤの３つの視点と、「清流長良川の鮎」に代表される

ブランド化の方向性の共通点を見出すことができた。 
そこで、農産物のブランド化を通して持続可能な社会の

要素である、経済の活性化、人々がつながる社会、生物多

様性に富む環境、これら３つのバランスに気付かせる単元

展開を提案したい。 
 

４．単元展開の提案 

本章では、ブランド化に関する記述の見られた日本文教

出版の単元展開例を紹介した後、それをもとに経済、社会、

環境の視点から、これからの食料生産について考えさせる

単元展開を提案したい。 

４．１．日本文教出版の展開例 

３．１で述べたように、ブランド化に関する記述がある

のは、日本文教出版５上のみである。以下に、日本文教出

版が研究編において提案している、小単元「これからの食

料生産」の単元展開例 9)を示す。 
時 学習活動 学習内容 
１ ①スーパーマーケットにならぶ農

産物の産地を調べて分かったこ

とを話し合う。 
②教科書 P.89 の地図を見て、ど

この国からどんな食料を輸入し

ているのか調べる。 
③日本の食料生産や食料輸入につ

いて知りたいことや調べてみた

いことを出し合う。 

①日本では外国産

の食料も多く売

られている。 
②小麦や大豆はカ

ナダやアメリカ

から輸入してい

る。等 
 

２ ①日本はどれぐらいの食料を輸入

しているのかを教科書Ｐ.98
「おもな国の食料自給率のうつ

り変わり」のグラフを読み取

る。 
②教科書Ｐ.98「日本のおもな食

料の自給率のうつり変わり」の

グラフを読み取る。 
 
 

①自給率の意味。

日本は自給率が

低い。 
 
 
②小麦や大豆の自

給率が低い。多

くの食料は

100％を下回っ

ている。 

③食料の輸入が増えた原因につい

て考える。 
③食の欧米化。輸

入食料は安価で

あること。等 
３ ①教科書 P.92 のグラフを読み取

り、気づいたことを発表する。 
②多くの食料品を輸入に頼ってい

ても大丈夫なのかを新聞記事を

もとに考える。 
 
③世界全体で見て、食料生産での

問題点を、資料をもとに考え

る。 

①食に不安を抱え

ている人が多く

いること。 
②農薬の使用基準

は、国によって

差があること。 
③世界の人口は増

え続けている。

一方、耕地面積

は増えていな

い。 
４ ①教科書 P.94 の写真を見て気づ

いたことを発表する。 
 
 
 
 
②国内で食料生産に関わっている

人々がどんな取り組みをしてい

るのか調べる。 
 
 
 
③これからの食料生産について、

自分の考えをノートにまとめ、

各自の考えをみんなで検討す

る。 

①地元産の野菜に

は生産者の名前

が記載されてい

る。地元産野菜

は消費者が多く

存在する。 
②産地直売所で農

産物を売ってい

る。六次産業、

グリーン・ツー

リズム、トレー

サビリティ。等 
 

５ ①本時の学習活動（これからの食

料を安定的にまかなうために、

どんなことに力を入れたらよい

のだろう）をたしかめる。 
②これから食料を安定的にまかな

うために力を入れるべきことに

ついて、資料をもとに自分の考

えをつくる。 
③グループごとに考えを発表し合

い、お互いの考えを深める。 

 

（日本文教出版の単元展開例をもとに筆者作成） 
学習活動の欄にブランド化に関する記述が見られない。

それは、本小単元に位置付いておらず、資料として掲載さ

れているに過ぎないためである。しかし、ブランド農産物

に関する記述は「わたしたちのくらしを支える食料をつ

くっている農家の人たちは、いま、外国から安い食料が輸

入されたり、後けい者が不足していたりと、大変にむずか

しいさまざまな問題をかかえています。」という書き出し

から始まっていることからも、我が国の食料生産の問題点
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を扱う本単元に、農産物のブランド化を位置付けることで、

生産者側と消費者側の双方からの検討を加える機会にな

るとともに、経済の活性化と生物多様性に関する学びとも

なるため、これからの食料生産について多面的に考察する

ことが可能となる。 

４．２．単元展開の提案 
本節では、農産物のブランド化を教材として取り入れた

単元展開を示す。 
時 学習活動 学習内容 
１ ①スーパーマーケットになら

ぶ農産物の産地を調べて分

かったことを話し合う。 
②品目毎の輸入を示した地図

を見て、どこの国からどの

ような食料を輸入している

のか調べる。 
③各国の食料自給率と、食品

毎の食料自給率を調べる。 
 
 
④学習問題をつくる。 
日本の食料生産にはどんな問

題があり、これから私たちは

食料とどのように付き合って

いけばいいのでしょうか。 

①日本では外国産の食

料も多く売られてい

る。 
②小麦や大豆はカナダ

やアメリカから輸入

している等。 
 
③食料自給率。 

日本は食料自給率が

低く、食料によって

差が大きいこと。 
 
 
 

２ ①日本人の食生活の変化に気

付く。 
②自給率が低いことの問題点

について知る。 
 
 
③産直市場での写真等から、

地産地消について調べる。 
 
 
 
④国内で食料生産に関わって

いる人々がどのような取り

組みをしているのか調べ

る。 
⑤ブランド化に着目し、ブラ

ンド化の目的を考える。 

①食の欧米化。 
 
②農業・林業・水産業

従事者の減少、耕地

面積の減少、安定供

給が困難。等 
③地元産の野菜には生

産者の名前が記載さ

れている。地元産野

菜は消費者が多く存

在する。 
④ブランド化、六次産

業、グリーン・ツー

リズム、トレーサビ

リティ等。 
⑤経済の活性化のみで

はなく、社会や環境

の改善をも目的とし

ていること。 
３ ①日本における食に関する問

題と安心や安全に対する取

り組みを知る。 
 

①産地偽装、原材料偽

装、消費／賞味期限

偽装、冷凍食品の農

薬混入等の問題。

 
 
 
 
②安全な食料生産のためには

環境保全が関係しているこ

とを知る。 
③ブランド化のメリットを想

起し、日本が抱える食に関

する問題は、ブランド化を

推進することで緩和される

こと。 

「顔の見える」食

品、認証制度、ブラ

ンド化等の取り組

み。 
②有機物の循環。その

ための生物多様性。 
 
③ブランド化は認証が

厳格であること。 

４ ①「ブランド化された食品を

食べることで、日本の食料

問題を解決できるのか」と

いう話題について話し合

う。 

①ブランド化は日本が

抱える食料問題を解

決するひとつとなり

得ること。しかしま

だブランド化は日本

各地に浸透しておら

ず、途上の最中であ

ること。 
５ ①自分と自分の家族にでき

る、日本の食料生産に関わ

る問題点を解消する方法に

ついて話し合う。 

①自らの食生活や食料

品の購入が、経済、

社会、環境に影響を

与えていること。 
                    （筆者作成） 

４．３．開発した単元の考察 
本章では、ＥＳＤ教材開発の視点を活用し、ブランド化

に着目した世界農業遺産の単元開発を行った。これからの

食料生産について、児童生徒の見方・考え方を養うにあ

たって、次の３つの点から考察を加える。３点とは、これ

からの食料生産を経済・社会・環境から捉えること、これ

からの食料生産の在り方を生産者と消費者の双方から捉

えること、自分たちの行動とこれからの食料生産とのかか

わり、以上の３点である。 
１点目は、これからの食料生産を経済・社会・環境から

捉えることである。社会科教科書や文献に示されているよ

うに、ブランド化することで経済の活性化が期待されてい

る。また、表１の「農産物をブランド化する意義」に示さ

れているように、多くの人たちに支持される食材を生産す

る喜びや、産地、地域が認められることの喜びのように、

農産物を媒介した人と人との交流が活性化されることは、

安心安全な社会づくりに資する価値がある。そして、生物

多様性に富む長良川の例が示すように、自然環境の保全に

も有効である。 
２点目は、これからの食料生産の在り方を生産者と消費

者の双方から捉えることである。ブランド化することは、

生産者にとっては、画一的ではない個性あるものを生産す

る喜びがあり、消費者にとっては、「皆と同じものを食べ
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るよりも、自分にあった物を食べたい。」「いろいろな物を

食べたい。」といった記述があるように、生産者や農産物

が、消費者のニーズによって変化することを理解する契機

となる。 
３点目は、自分たちの行動とこれからの食料生産とのか

かわりである。現在スーパーマーケットで販売されている

食料品には、輸入されたものも、国産のものも、地元産の

もの存在する。これまでは、価格に重点を置いた購入で

あったのが、自分たちの購入は、地域経済の活性化や地域

社会の改善や自然環境の保全等にも影響することに気付

き、具体的な行動化を引き出すことができる学習となる。 
以上のように、ブランド化に着目した世界農業遺産の単

元開発することで、これからの食料生産を多面的に考察す

ることが可能になると考える。 

５．おわりに 

先行研究において祐岡らは、能登と阿蘇の教材化の視点

を、ＥＳＤの視点とともに整理した 10)。本稿の成果として、

祐岡らが作成した表に、本稿で明らかにした世界農業遺産

「清流長良川の鮎」から抽出した教材化の視点を付け加え

たい。 
表２ 教材化の視点 

能登 教材化の視点 
①地理的特徴 恩恵は多様性、課題は変化 
②伝統産業・文化の継承 地域の多様性のある文化の

維持 
③棚田農家支援 農家と都会人のつながり 
④景観保存 地域の人々の意識の変化 

阿蘇 教材化の視点 
①人がつくりだしてき

た自然 
農家のつながりと農文化の

多様性 
②宮本氏の取組 生産者と消費者のつながり 

生産物の多様性 
③食生活や購買活動の

見直し 
人と農業のつながり 
消費者の価値観の変化 

岐阜 教材化の視点 
①ブランド化 経済の活性化（里川とのつ

ながり・長良川流域から県

内への恩恵のつながり・観

光客の増加という変化） 
生物多様性の実現 

             （祐岡らをもとに筆者加筆） 
本稿では、ブランド化に着目した世界農業遺産の単元開

発を行った。ブランド化に着目することで、これからの食

料生産を多面的に捉えさせ、行動化に結び付けることが可

能であることが明らかになった。今後も、農作物のブラン

ド化に着目した単元開発に取り組みたい。 
ブランド化について調査・研究していると、世界農業遺

産におけるブランドの取扱いについて、サイトを２つに大

別できることに気付いた。１つは、世界農業遺産の認定と

時を同じくしてブランド化を推進しているサイトである。

現地調査で訪れた、能登、佐渡、岐阜が該当する。もう１

つは、農作物が既にブランドとして確立しているサイトで

ある。「和歌山の梅」や、「静岡の茶」は、世界農業遺産に

認定される遥か以前から、ブランドとして存在している。 
本稿では、前者に目を向けることで、世界農業遺産から

教材化の視点を抽出し、教材の提案を行った。後者のよう

に、既にブランドとして確立されているサイトにも、経済

の活性化と、生物多様性の実現の２つが適用できるのか、

また、未だ調査・研究ができていないサイトのブランドに

ついて調査・研究することが今後の課題である。 

付記 

 現地調査にあたり、岐阜県庁の河尻克晴氏、同藤井亮吏

氏、郡上漁協の白滝治郎氏、佐渡市役所の西牧孝行氏、佐

渡で農家をされている大石惣一郎氏をはじめとした、多く

の方々にお世話になりました。末筆ながら、以上を記して

感謝申し上げます。 

注 

1） 祐岡武志・中澤静男・大西浩明・山方貴順

（2016）、「世界農業遺産のＥＳＤ教材開発の視点―

世界農業遺産『能登』と『阿蘇』を事例に―」、奈良

教育大学次世代教員養成センター研究紀要、p.125 
2） 武内和彦『世界農業遺産』（祥伝社、2013 年）p.80 
3) 前掲書 2)、pp.43-44 
4)  前掲論文 1)、p.121 
5) 里川について、岐阜県庁は以下のように定義してい

る。「里川は、手つかずの自然の中で環境が保たれて

いる自然河川ではなく、森林管理や水防施設、清掃

管理など人が適正に関与することにより生活領域の

中を流れつつ、生活水源・漁場・農業 用水等の経済

的価値、及びレジャー・景観・歴史・文化等の精神

的な価値を有し、かつ、生物 多様性を保持してい

る。いわば里山に発し里地を流れる川であり、長良

川はまさに『里川』である。」 
6) 以下の８サイトである。「清流長良川の鮎」・「白川郷

合掌造り集落」・「本美濃紙」・「山・鉾・屋台行事

（髙山祭の屋台行事）」・「山・鉾・屋台行事（古川祭

りの起こしたい子・屋台行事）」・「山・鉾・屋台行事

（大垣祭のやま行事）」・「曽代用水」・「杉原リスト

（ビザ発給の記録）」 
7)  次の６点である。①「生きものを育む農法」により

栽培されたものであること。②生きもの調査を年 2
回実施していること。③農薬・化学肥料を減らして

（地域慣行比 5 割以上削減）栽培された米であるこ
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と。④水田畦畔等に除草剤を散布していない水田で

栽培されたこと。⑤栽培者がエコファーマー（土壌

診断に基づいた土作り技術、化学農業・科学肥料低

減技術計画を新潟県から認定された安全・安心な農

業を実践する農業者）の認定を受けていること。⑥.
佐渡で栽培された米であること。 

8)  世界農業遺産認定のための５つのクライテリアの１

点目は「食料生産と生計の関係」であることは既に

述べたが、２点目は「生物多様性および生態系機

能」であることからも、世界農業遺産は生物多様性

を重要視していることが分かる。 
9) 佐々木秀樹『小学社会 ５年 上 教師用指導書 

研究編』（日本文教出版株式会社、2015 年）pp.134-
145 

10) 前掲論文 1)、p.124 
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